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キトーは1932年の創業以来、ものを「持ち上げ、運び、固定する」というニーズに特化してものづくりを行っ
てきた、マテリアル・ハンドリング機器メーカーです。その製品は、チェーンブロック、レバーブロック、ロープ
ホイスト、クレーンといった基幹製品や、チェーンスリング、吊り具などのホイスト周辺機器に至るまで、
重量物を取り扱う様々な作業現場において、お客様の安全や生産性の向上に高い次元で応えています。
建築現場や工業製品の生産拠点から、発電所、エンターテイメント施設、農林水産業など、多種多様な現場
で活躍しています。
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キトーの歴史

本レポートについて　
本レポートは発行時点のキトーの事業内容をステークホルダー
の皆様にご理解いただくため、経営戦略、業績、環境、社会との
関係性などを伝えるレポートとして発行いたしました。
　これからも事業を通じて、世界のあらゆるマテリアル・ハン
ドリングの現場において、常にお客様の視点に立ち、新しい
提案と、それを実現する製品・サービスの提供によって市場の
信頼を獲得し、お客様が安全かつ効率的な社会活動を行うこ
とを支援してまいります。

免責事由　

本レポートは、2019年3月期の業績に関する情報の提供を目
的としたものであり、キトーが発行する有価証券の投資を勧誘
するものではありません。また、本レポートは基本的に2019年
3月末現在のデータに基づいて作成されています。当冊子に記
載された意見や予測等は資料作成時点でのキトーの判断であ
り、その情報の正確性、完全性を保証しまたは約束するもので
はなく、また今後、予告なしに変更されることがあります。

1932年	� 東京・大森に「鬼頭製作所」を創立。

1947年	� 万能けん引機 「レバーブロック」を開発。

1990年	� HARRINGTON HOISTS（米国）を設立。

1993年	� KITO CANADA（カナダ）を設立。

1995年	� 江陰キトー起重機械有限公司（中国）を設立。

1997年	� SIAM KITO（タイ）を設立。

2003年	� 米国投資ファンド カーライル・グループの 
資本受入。

2005年	� 江陰キトー起重機械有限公司（中国）に 
新工場竣工。

2006年	� 「キトーチェーンブロックCX形」 を開発。 
KITO EUROPE（ドイツ）を設立。
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中村 克己
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平井 孝志
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大澤 弘治

‌�‌�マネジメント （2019年7月1日現在）

2011年	� PT. KITO INDONESIA （インドネシア）を設立。

KITO DO BRASIL（ブラジル）を設立。

カーライル・グループがキトー株式を売却、 
資本関係が終了。

2014年	� PEERLESS INDUSTRIAL GROUP（米国） 
の全株式取得。

2016年	� Konecranes（フィンランド）との 
業務資本提携を解消。

PWB Anchor（豪州）の全株式取得。

Kito Chain Italia（イタリア）を設立。

2018年	� 「キトーライトクレーンPROシステム」を発売。

ERIKKILA（フィンランド）の全株式取得。
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私たちキトーのマテリアルハンドリング機器は、あらゆる経済の発展段階に応じた

絶え間ない需要に対して、製品の高い安全性と耐久性で応えた商品であり、特定の

産業や業界に依存していません。重量物を扱う業務を効率よく安全に行いたいという、

あらゆる産業で求められるニーズに、製品の「安全性と耐久性」、「小型軽量化」で

応えており、成熟製品でありながらも成長産業と位置づけられています。

キトーの価値創造

あらゆる市場で最も信頼される
巻上げ機器メーカーを目指す

To become the most trusted anti-gravity equipment  
manufacturer in the global market

ビジネス
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海外拠点
15カ国・17社

海外販売 
代理店

50カ国以上



‌�‌�財務・非財務ハイライト （2019年3月31日現在）

現在では海外15カ国に事業子会社
17拠点を展開し、国外での売上は
キトーグループ全体のおおよそ75％ 
にのぼります。

多様な人材を適所に配置すること
で、各地域のお客様や現場の声を
迅速に把握し、経営判断につなげて
いきます。

グローバルネットワークの拡大に伴
い、連結従業員数が増加していま
す。日本国籍以外の従業員数はす
でに60％を超えています。

期初から増産体制を継続し、高い水
準で推移する需要を捉え、対前期比
で11.0％増収の61,238百万円と
過去最高の売上高となりました。

キトーの製品とサービスは、安全性
と耐久性が世界的に評価され、主要
マーケットである日本、米国、中国で
トップシェアブランドの地位を築い
ています。

利益面では好調な売り上げによる
増産効果により、営業利益は前期
比36.5％増と大幅な増益となり、
過去最高となりました。

誰もが働きやすい企業を目指し、組
織的・継続的に職場環境の改善に取
り組んでおり、法定雇用率の2.2％
を大きく上回る全国でも有数の高い
障がい者雇用率を実現しています。

純資産合計は、利益剰余金の増加
3,189百万円等により、前連結会
計年度末に対し2,989百万円増
加いたしました。

年間配当44円、連結配当性向は
22.1％となります。キトーは、株主の皆
様への安定的かつ継続的な配当と、
将来の事業成長を見据えた内部留
保の充実とを基本方針としています。

海外拠点

外国籍の執行役員

連結従業員数売上高

17拠点

15人中6人

2,308名
（前年度比 +139人）

61,238百万円
(前年度比 +11.0%)

配当金 海外販売代理店営業利益率

障がい者雇用純資産

3期連続増配 50カ国以上10.5%
(前年度比 +2.0pt)

6.96%
(2019年9月時点)

26,687百万円
(前年度比 +12.6%)
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社長メッセージ

代表取締役社長

鬼頭 芳雄
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中長期的な成長発展を実現し、 
真のグローバルカンパニーを目指します。

2019年3月期の振り返り
2019年3月期は、インフラ整備関連需要や民間設備投資

需要が堅調で、事業環境は良好に推移しました。旺盛な投

資需要を着実に取り込んだ結果、売上高は前期比11.0%

増の612億円、営業利益は同比36.5%増の64億円、経常

利益は同比51.6%増の57億円、親会社株主に帰属する当

期純利益は同比43.3%増の40億円と大幅な増収増益と

なり、売上高、各段階利益とも過去最高を更新することがで

きました。

　地域別の売上高については、国内では2020年の東京オリ

ンピックを控えて盛り上がる都市部の再開発需要に加え、民

間設備投資においても活発な需要が継続し、輸出も堅調に

推移したことから、前期比19.7%の大幅増となりました。米

国、カナダ、ブラジルを中心とした米州では、資源・エネルギー

関連をはじめとする民間設備投資や公共投資向けの需要が

伸長し、売上高は前期比7.1%増となりました。中国では、米

国との貿易摩擦の影響が懸念されるなか、半導体や電気自

動車関連の投資に加えて、電力・鉄道など産業インフラ向け

投資需要を着実に捉え、売上高は同比14.7%増となりまし

た。日本、中国を除いたアジア地域では、自動車関連をはじ

め投資需要の高まりを見せたものの、韓国のクリーンルーム

用クレーンの需 要が 低下したこともあり、売 上 高は同 比

0.3%の減少となりました。欧州では、ドイツ、イタリア、フィン

ランド、オランダの4拠点協業の効果により、キトーブランド

の認知が進みました。加えて、チェーン関連製品を製造する

キトーチェーンイタリアを連結子会社とした結果、売上高は

同比95.9%増と大幅な増収となりました。オーストラリアに

おいても事業展開しており、売上高は19億円となりました。

中期経営計画の成果
5カ年の中期経営計画の3年目に当たる2019年3月期におい

ては、過去2年間の基盤整備の段階から本格的な成長段階へ

の移行期間として、各施策を着実に実行しました。ITインフラ

を整えて、生産活動と事業オペレーションを可視化したことが、

事業の効率化に寄与し、本来の目的である生産性のさらなる

向上と、顧客サービスの充実へとつながりました。

　また、アジアでは基盤整備が進んで収益体質が改善したほ

か、拡大に取り組んできたヨーロッパでもM&Aによる相乗効

果が表れ、キトー製品の市場への浸透が進みました。さらに製

品のポートフォリオについては、これまで実施してきたM&Aに

よって、チェーンおよび吊り具関係の事業が拡大し、製品上の

ダイバーシティーも広がっています。事業を展開する地域にお

いても分散が進み、2019年3月期は、海外売上比率が全体の

70%を超えました。
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社長メッセージ

成長フェーズへ向けた施策
地球上に重力がある限り、重量物を安全に取り扱うニー

ズは途絶えることはありません。近年では、エンターテイ

ンメントやクリーンルームをはじめ、食品業界などサービス

業や流通業のお客様との取引も増えています。顧客基盤

が広がったことで、特定業界の浮沈や個別産業の景気循

環に影響を受けにくい事業構造を実現しています。

　2020年3月期は、中期経営計画の4年目となります。

最終的なゴールに向けて各市場の成長産業の需要を捉

え、シェア拡大を図るとともに、事業の生産性と効率性を

高めることで、利益とキャッシュ・フローの最大化を目指

し、中期経営計画のターゲットとその先の成長に向けて

事業展開していきます。

次年度へ向けた課題と施策
海外事業を積極的に展開する当社にとって地域戦略と製品

戦略の拡大は重要な課題です。地域戦略においては、中国

市場における安全意識、品質意識の高まりを背景に当社製

品のシェアが拡大しており、重点市場として引き続き事業拡

大を目指しています。欧州では、ここ数年で市場への浸透も

進みドイツのキトーヨーロッパを中心に、キトーチェーンイタ

リアと、2018年度に新たに加わったフィンランドのエリキラ、

オランダのヴァン・ルースデンの4社協業により成長を加速

させます。

　製品戦略については、チェーンや吊り具などホイスト周辺

機器の品揃え拡大に注力しています。米州では、製品ポート

フォリオ拡充の体制を整えましたが、今後はそれらをてこに、

製品開発に資する人材投入をグローバルで加速してまいりま

す。米州、欧州、日本のエンジニアが連携し、製品開発を強

化していきます。

　生産面では、山梨本社工場において生産能力増強とコス

ト競争力の強化を目的として、2020年3月期から抜本的な

工場改革に着手します。さらに世界各地の生産拠点におい

て、生産能力増強のため積極的な設備投資を行っています。

　以上の施策により、2020年3月期の連結業績は、売上

海外市場での成長

� 日本 
 73.6%

アジア 7.7%

米州 
18.7%

2000年度
売上高227億円
海外売上高比率 

26.4％

� 日本 
 33.7%

� 米州 
 26.1%

欧州 4.2%

その他 3.9%

中国 
25.5%

アジア6.4%

2010年度
売上高280億円
海外売上高比率 

66.3％

� 日本 
 26.3%

� 米州 
 45.2%

欧州 5.1%

その他 4.0%

中国 
10.7%

アジア8.6%

2018年度
売上高612億円
海外売上高比率 

73.6％
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高628億円、営業利益67億円、経常利益64億円、親会社

株主に帰属する当期純利益43億円を見込んでいます。

投資と株主還元
今後の資源配分については、先に述べた生産投資に加え、

将来の収益向上に向けた成長投資を継続的に行いつつ財務

基盤の安定的なバランスを取っていきます。株主還元につい

ては、株主の皆様への安定的かつ継続的な配当と、将来の

事業成長に備えた内部留保の充実を基本方針に掲げていま

す。連結での配当性向20%以上を目処として配当金を決定

し、配当水準の維持向上に努めています。2019年3月期の

配当金は、期末配当金を当初予定の１株当たり20円から4

円増配して24円とし、中間配当金１株当たり20円と合わせ

て年間44円、連結配当性向は22.1%としています。2020

年3月期は、年間44円から48円へと増配を予定しています。

企業理念の実現を目指して
当社は、「企業としての成長発展を追求し、その結果として社員

の幸福とすべてのステークホルダーの繁栄を目指す」という共存

共栄の理念を企業のミッションに掲げています。この理念の

もと、CSRについても積極的に取り組んでいます。「障がい者

と共にごく自然に働ける企業風土をつくり、さまざまな個性を

もった方たちが働ける職場環境を構築する」という基本方針

のもとに、誰もが働きやすい企業を目指し、組織的・継続的

に、職場環境の改善に取り組んでいます。2019年9月時点の

障がい者雇用率は6.96%と、法定雇用率の2.2%を大きく

上回っており、全国でも有数の高い雇用率となっています。

　環境面については、当社独自の使用禁止物質を定めた調

達ガイドラインに沿った調達から、生産、製品の使用、廃棄

に至るまで、製品のライフサイクル全般にわたって環境負荷

低減に努めています。

　コーポレート・ガバナンスについても、中長期的な成長発

展を実現して真のグローバルカンパニーを目指すべく、企業

経営の透明性の確保と、実効性の高いガバナンス体制の構

築に尽力しています。これを推進するために、取締役7名の

うち3名を社外取締役に、監査役3名のうち2名を社外監査

役とし、社外取締役には製造ビジネスモデル、コンサルティ

ング、ファイナンスの第一人者を、社外監査役には弁護士と

公認会計士を招聘しています。また海外子会社トップには、

進出先マーケットに精通した現地の人材を配置するととも

に、執行役員15名のうち6名を海外人材とし、各市場での

事業のみならず連結業績にも責任を持たせてグローバル

ガバナンスを強化しています。

　今後とも透明性の高い、健全な経営体制の構築に努め、

日本のみならず海外の投資家の皆様、さらには地域社会の

皆様にも評価をいただけるよう対話を重ね、グループ一丸と

なって企業価値の向上に全力を尽くしてまいります。
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地域戦略

市場環境とグローバル展開
キトーは1950年代から海外事業を展開し、1990年の米国子会社の設立を皮切りに海外進出を本格化。
現在では海外15か国に事業子会社17社を展開し、国外での売上はキトーグループ全体のおおよそ75％に
上ります。キトーの製品とサービスは、安全性と耐久性が世界的に評価され、主要マーケットである日本、
米国、中国でトップシェアブランドの地位を築いています。

世界全体で好調に売上高が向上
　2019年３月期において世界全体を見渡すと、全体として

非常に堅調な需要が年間を通して継続しました。主要市場

ではインフラ関連需要が業績を牽引し、⺠間設備投資も底

堅く推移しました。また、中国経済の減速感はあるものの、

EV関連を中⼼とした内需投資は堅調でした。当社は旺盛な

需要を捉えるべく、通期にわたって増産体制を継続、利益に

も貢献しています。新たにグループに加わった欧州⼦会社と

の連携により、製品の競争⼒を強化し、さらにアジアを中⼼

に事業構造の⾒直しを図ったことで収益性が向上しました。

　日本国内では、インフラ関係、公共工事等々、特に都心部

を中心とした再開発に関わる事業、それに加え民間の設備

投資とも非常に活況な中で、売上高は前年と比較して20％増

と大きく伸長しました。

　中国では市場全体として減速感があるものの、競合他社

の苦戦が伝えられるなか、当社の事業は非常に順調に推移

しています。安全意識、品質意識の高まりを受け、私どもの

シェアが大きく伸びています。

　欧州は、当社の事業での構成比は小さいものの、市場にお

ける認知は徐々に進んでいます。M&Aによる効果もあって大
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きな成長を実現し、その勢いを保ったまま2020年3月期に入

ることができました。

　日本および北米は、2018年3月期に日本国内の基幹シス

テムの全面リプレースをかけた影響もあり、工場の操業度が

一時的に低下しました。その後、2019年3月期は期初から

システムが安定稼働に入り、工場もフル操業し、過去最高の

生産量となりました。北米も好調に推移しています。

　2020年3月期の経済状況は、米中貿易摩擦の影響など

もあり、先行きに対する不透明感が拡大しつつある状況では

ありますが、一部の例外地域を除き、各市場においてはイン

フラ関連投資、民間設備投資、エネルギー関連投資のいず

れも堅調に推移するものと見込んでいます。
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製品展開

　キトーの製品は、「チェーンブロック」や「ロープホイスト」

といった巻き上げ機から、荷物を固定する「レバーブロック」、

工場内で重量物を搬送する「クレーン」、チェーンスリングや

吊り具などの周辺機器に至るまで多岐にわたります。安全性

と耐久性に優れた製品を提供することで、重量物を扱う業務

を、効率よく安全に行いたいという、あらゆる産業で求められ

るニーズに、応えております。鉱工業、建設土木といった重厚

長大産業にとどまらず、クリーンエネルギーや、食品業界、エン

ターテインメントといった、日常生活の身近なシーンに至る

まで、世界中の幅広い産業のニーズに応えています。

多岐にわたるニーズに品揃えの拡大で応える
キトーは中期経営計画で、製品・サービス分野の拡充を掲げ、世界各国のお客様の選択肢をさらに広げる
製品ラインアップを目指しています。チェーンブロック製造で80余年にわたり積み重ねてきた技術と知識を
余すことなく製品開発に詰め込み、お客様の使いやすさ、メンテナンスのしやすさ、製品の長寿命化に取り
組むとともに、グローバル生産を加速し、世界中の多岐にわたるニーズに応えます。
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農業機械メーカーの新工場の組立ラインに、キトーの

電気チェーンブロック50台と、フィンランドのグループ

会社であるエリキラ製のライトクレーンを納めました。ラ

イトクレーンの長さは、アルミ製とスチール製を合わせ

て800メートルにも及びます。

キトーは、世界のものづくりと社会インフラの発展に貢献。
当社製品は、おもにメーカーの工場内など製造ラインに設置される製品と、工事現場など仮設
作業の現場で使われる製品があり、民間設備投資やインフラ整備需要に応えます。

大型橋形クレーンを納めた工場では、マグネシウム合金

のみを使って、さまざまな部品の製造を手がけています。

3基の大型橋形クレーンが床に敷いたレール上を走行

し、部品の金型交換や機械設備のメンテナンスで活躍

します。

中央自動車道の天竜川橋の床版取り替え工事。コンク

リートに鉄筋が組み込まれた床版は、橋の上を走る車

両の重さを直接受けるため、ひび割れや錆などの劣化が

避けられません。大型クレーンで運ばれてきた床版の位

置合わせを、手動チェーンブロックが行います。
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キトー品質を追求する

安全性
キトーは製品の安全性や耐久性を左右する重要保安部品を

はじめ、多くの部品を山梨本社工場で生産しています。製品

の設計、開発、部品の製造から最終製品の組み立てに至るま

で、一貫して自社で手掛け、製品の一つひとつ、細部にわたる

まで、キトー品質を追求することで、高品質の製品を社会に

提供しています。品質の高い製品・サービスをお客様に提供

することを経営の最重要課題として掲げていますが、キトー

の品質とは、安全性が高く、使いやすく、お客様のニーズに

合致し、環境に寄与するものを、厳しいコストの制約を乗り

越えて実現することを言います。

　誰からも信頼されるキトーブランドの製品を、設計、生産、

販売する体制の構築に、全従業員が引き続き努めていきます。

品質レベルの向上をめざし、人材育成にも力を入れています。

製造に関わる従業員への教育はもちろんですが、グローバル

で全社員に対しても品質についての教育を行っています。

品質方針
「キトーは、お客様に満足と感動を与えられる製品・サービスを

お届けします」

1. �製品の安全性・耐久性・操作性をいっそう高め、品質と
機能の向上を最優先に、生産・販売活動に取り組む。

2. �法規制などの社会的要求を満足し、バランスの良い
優れた製品を創造する。

3. �一人一人がその役割と責任を認識し、心を込めて品質
を創りこむ。

（上）荷役作業の合理化・省力化を実
現する、キトーエクセルER2。機械寿
命が長く、過酷な環境にも対応。 

（右）小形・軽量、強靭なフレームでタフ
に使えるキトーレバーブロックL5形。
独自の遊転装置で作業スピードを大幅
アップ。

製品展開
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日本プロバスケットボールチームの試合会場。コート中央

頭上にあるLEDビジョンや、音響設備や照明機材を、

逆さ吊り・通常吊り併用の電気チェーンブロック「シアター

ホイストTNER」22台で吊り上げます。

水族館は人気のエンターテインメント施設のひとつ。イル

カやシャチを水槽から移動する作業に、電気チェーンブ

ロックが使われています。揺れや振動を最小限に抑え、

摂取しても生物に影響のないオイル類を使用するといっ

た繊細な配慮をしています。

台湾で行われたコンサート会場の設営の様子。照明や

音響機材等の装置を吊り上げ、設置する作業に特化し

た「シアターホイストTNER」は、客席から目立たないブ

ラックボディで舞台の演出を損ないません。

キトーは、エンタメ業界でも活躍。
当社製品は近年、コンサートや舞台、スポーツ、水族館といった日常生活の身近なシーンでも
使われています。安心・安全な製品が世界中のエンタメ業界の演出を、縁の下から支えています。
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代表取締役社長

各機能本部 各事業本部

会
計
監
査
人

社
外
専
門
家

（
弁
護
士
・
税
理
士
・
弁
理
士
等
）

執行役員会

内部監査部門

執行機関

監査役会

社内監査役
1名

社外監査役
2名

指名報酬委員会

社内取締役
2名

社外取締役
3名

取締役会

社内取締役
4名

社外取締役
3名

選任・解任選任・解任

選定・解職 監査

監査勧告

会計監査
内部統制

監査

助言・指導

選任・解任

株主総会

コーポレート・ガバナンス体制図

‌�コーポレート・ガバナンス

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を図るた

め、経営の透明性・公正性を確保し、迅速・果断な意思決定

により経営の活力を増大させることがコーポレート・ガバナン

スの要諦であると考えています。

　また当社は、①株主の皆様の権利を尊重して平等性を確

保すること、②株主を含むステークホルダーの皆様の利益

を考慮し、ステークホルダーの皆様と適切に協働すること、

③会社情報を適切に開示し、透明性を確保すること、④経営

の監督と執行の分離や社外取締役の選任により、経営監督

機能を強化すること、⑤株主の皆様との間で建設的な対話

を行うこと、の5つをコーポレート・ガバナンスの基本的な考え

方としており、この考え方に沿ってコーポレート・ガバナンスの

充実に取り組んでいます。
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当社は、会社法上の機関設計として監査役会設置会社を選

択しています。

　取締役会は取締役7名（うち3名は社外取締役）で構成さ

れ、重要事項に関する意思決定を行っています。また、意思

決定・監督機能と業務執行の分離による機動的な業務執行

を図るため、執行役員制度を導入しています。監査役会は、

取締役会から独立した組織として取締役の職務の執行など

について監査を行っています。

　さらに、取締役会の諮問機関として、取締役5名（うち3名

は社外取締役）で構成される指名報酬委員会を設置してい

ます。当委員会において、取締役、監査役、および上級執行役

員の候補者を審議し、取締役会に勧告することとしています。

取締役会の実効性評価
取締役および監査役計10名にアンケートを実施し、各質問

について5段階評価するとともに、自由記入欄を設け、意見

聴取を行っています。2018年12月において実施しました取

締役会実効性評価を以下の項目について行いました。

　一部の項目において評価がやや下がりましたが、共通の問

題意識としてグローバルビジネスの展開に、国籍、性別、IT

等専門性を考慮した構成員が必要、国籍・性別のダイバーシ

ティを促進することは今後の課題であるといった点があげら

れました。取締役会での審議のさらなる充実に向けて、抽出

された課題の改善を進めてまいります。

取締役の報酬
当社は、役員報酬制度を、当社グループの持続的な成長と

中長期的な企業価値向上を実現するための重要な手段の

一つに位置づけています。取締役および執行役員の報酬は、

固定報酬、単年度業績連動報酬および中長期業績連動報

酬から構成されます。さらに社外取締役を除く取締役およ

び執行役員の報酬には、連結業績目標の達成度および各役

員の業績への寄与度等を反映し、かつ地位・責任が上位の

者ほど全報酬に占める業績連動報酬の割合を大きなものと

しています。社外取締役が過半数を占める指名報酬委員会

において、取締役および執行役員の報酬を審議し取締役会

に勧告することで、その透明性・客観性を確保します。

固定報酬
（基本報酬・ 
現金）

報酬水準について、外部データベース等に基づ
き、当社の企業規模および役員が果たすべき
職責等を総合的に勘案し、適切な水準に決定
しております。

業績連動報酬
（賞与・現金）

役位毎に基本報酬の25～50%程度の標準
額を決定します。その上で、評価指標として当
社連結売上高およびEBITDA（税引前利益に、
特別損益、支払利息、および減価償却費を加
算した額）を用い、その目標達成度および各
人の当社業績への寄与度等を総合的に評価
し、標準額に対して0～200％の範囲で決定
することとしております。

中長期業績連
動報酬

（譲渡制限付
株式）

役位毎に年次の標準額を決定し、その金額
に相当する当社普通株式（譲渡制限付）を毎
年付与します。また、執行役員や取締役への
就任時等においても、業績向上および企業
価値増大に対する意欲や士気を高めるため、
付与をいたします。
いずれの場合も譲渡制限の解除は退任時と
することで、より長期の業績、企業価値に責
任を負う制度とする一方で、役員がその就任
や昇格の時から一定期間内にその地位を退
任又は退職した場合は、その全株式を当社
が無償取得します。

1. 取締役会の構成 
（構成人数、多様性、社外取締役の人数・割合等）

2. 取締役会の運営 
（開催頻度、情報提供、議論の活発度、会議の雰囲気等）

3.
取締役会の議題 

（議題の選定・提案時期、審議時間、役員の指名・報酬、
ガバナンス・リスクの議論等）

4.
取締役会を支える体制 

（取締役の情報入手機会確保、取締役・監査役の研修、
内部監査部門との連携等）

5. 任意の委員会(指名報酬委員会)に関する質問 
（構成人数、多様性、会議の雰囲気等）

KITO アニュアルレポート 2019 15



‌�コーポレート・ガバナンス

役員の選任基準
社外取締役3名を選任し、透明性、健全性を確保しています。

取締役候補者
取締役として株主からの経営の委任に応え、その職務と責任

を全うできる適任者を取締役候補者として選任する方針とし

ます。この方針に基づき、以下の項目も踏まえ、取締役候補

者を指名報酬委員会から取締役会に勧告するよう制度化し、

候補者を決定します。

　なお、社内取締役については、営業や製造等の事業部門

経験者や企画・開発・管理部門の経験者から選任し、社外取

締役については企業経営者、学識経験者等から経験・見識・

専門性を考慮し選任しています。

監査役候補者
企業経営における監査並びに監査役の機能の重要性と、候

補者の人格・見識を十分考慮の上、当社の監査役として職務

を全うできる適任者を監査役候補者として選任する方針とし

ます。この方針に基づき、指名報酬委員会から取締役会に勧

告するよう制度化し、株主総会への選任議案提出に関する

監査役会の同意を得て、候補者を決定します。

社外取締役
キトーの社外取締役は、取締役の業務執行の監督、経営方

針や経営計画等に対する意見の表明、および取締役や主要

株主等との利益相反取引の監督等を行っています。業務の遂

行にあたっては、社外取締役のみで構成される会合を定期的

に開催し、客観的な立場に基づく情報交換・共有に努めてい

ます。また、指名報酬委員会の主要構成員として、代表取締

役社長・取締役・執行役員の業績評価に基づく報酬の取締役

会への勧告や、取締役・監査役・上級執行役員候補者の選任

の勧告を行っています。

　選任にあたっては、別途定める「社外取締役の独立性に関

する基準」を踏まえ、人格、見識、および経歴に基づき、指名

報酬委員会から取締役会に勧告するよう制度化し、透明性

の高い経営の実現に努めています。

内部統制
全ての事業活動が「すべてのお客様に満足と感動を」という

理念に基づいて行われているか、自ら監視し、統制する体制

を構築・運用するため、「内部統制システム構築の基本方針」

を定めております。同方針の下、監査役および内部監査室が

中心となって業務監査およびJ-SOXに対応した統制の整備・

運用を行っております。

コンプライアンス
コンプライアンス（法令遵守）を実践することが、「キトー＝

信頼のブランド」という評価をいただくための第一歩と認識し

ております。社員一人ひとりの意識を高めるため、「コンプラ

イアンス・マニュアル」を定め、グループ全体で周知徹底に取

り組んでおります。また、国際社会の一員として、国際的な平

和および安全の維持を妨げることがないよう、安全保障輸出

管理規則を定め、同規則に沿った輸出管理を行っております。

1. 人格および見識

2.
当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に必
要な取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス
と多様性の確保
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環境
部品の製造から製品の最終組み立てまで、一貫した生産活

動を行っているキトーでは、環境負荷の少ない、クリーンな

ものづくりを目指しています。事業活動ならびに製品のライ

フサイクルを通じ、環境負荷の低減、汚染の予防等に関する

目標を定め、マネジメントシステムを継続的に改善し、環境

活動を推進することを行動指針として掲げ、人と地球が調和

した、豊かで持続可能な社会の実現に貢献していきます。

　グループの製造拠点である本社工場（日本）および江陰

工場（中国）で環境マネジメントシステムの国際認証である

ISO4001を取得するとともに、本社工場においては、生産

設備や廃棄手順の改善、独自の規制有害物質やグリーン

調達ガイドラインの制定などを通じ、効率的かつ環境負荷

の少ない生産活動を推進しています。

　一例として、2017年度に粉体塗装設備を新たに導入。

その結果、有機溶剤の使用量を対2015年度比で90%削減

することに成功しました。さらに、基幹製品の一つである

EQ(容量980kg)が、エコリーフ環境ラベルを取得してい

ます。エコリーフ環境ラベルプログラムは社団法人産業環境

管理協会(JEMAI)が運営するタイプⅢ型環境ラベル認証制

度で、LCA（ライフサイクルアセスメント）によって得られた

製品の定量的環境影響データを認証・公開するものです。

米子会社ピアレス、排水処理システムの取組みが評価
され、現地州政府から表彰

北米最大のチェーンメーカーであるピアレスは、長年力を入

れてきた工場排水システムのバイオ固形剤軽減効果がアメ

リカ中部の排水環境管理協会から高く評価され、「2018 

Industrial Water Quality Achievement Award」を受賞

しました。

環境・社会
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‌�環境・社会

社会
キトーは雇用機会の提供が地域社会への貢献であると考

え、とりわけ障がい者雇用に力を入れています。「障がい者

と共にごく自然に働ける企業風土をつくり、さまざまな個性

をもった方たちが働ける職場環境を構築する」という基本方

針のもと、組織的・継続的に、職場環境の改善に取り組んで

います。

　例えば、個人の適性と仕事のマッチングを図るため、複数

職場での入社前実習を行い、聴覚障がい者向けのコミュニ

ケーション支援ツールや、シルウォッチ（屋内信号装置）など

を導入しています。本社工場ではバリアフリー化を進め、歩行

帯整備、段差解消、自動ドア・トイレの設置、障がい者専用

駐車場の整備なども行っています。

　こうした取り組みが評価され、2017年9月には「障害者

雇用職場改善好事例の最優秀賞（厚生労働大臣賞）」を受

賞。2019年9月現在の障がい者雇用率は6.96％と、法定

雇用率2.2％を大きく上回っています。

大学主催「女子中高生の理系進路選択支援 
プログラム」に参加

本プログラムは理系を選択することへの疑問や不安を払拭

し、理系選択者を増やすことを目的としています。キトーは本

プログラムの主旨に賛同し、女子中高生を本社工場へ招き、

臨場感のあるものづくりの現場を案内したり、女性技術者と

の交流会を開催したりしました。
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6年間の財務データ／株価の推移
（3月31日で終了した事業年度）

財務情報
経営成績（連結） （百万円）

2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2018/3 2019/ 3

売上高� ¥41,855 ¥49,968 ¥55,821 ¥51,141 ¥55,168 ¥61,238

営業利益� 4,006 3,395 5,221 4,208 4,698 6,413

営業利益率（％）� 9.6 6.8 9.4 8.2 8.5 10.5

経常利益� 4,094 3,423 4,576 3,249 3,791 5,748

親会社株主に帰属する当期純利益� 2,361 2,026 2,497 1,897 2,836 4,064

総資産� 41,108 63,183 60,639 60,137 61,854 62,078

純資産� 22,003 25,626 26,040 21,239 23,697 26,687

自己資本比率（％）＊1� 51.2 38.9 41.2 33.8 36.7 41.4

ROE：自己資本当期純利益率（％）� 12.3 8.9 10.1 8.4 13.2 16.8

従業員数（人）� 2,094 2,495 2,365 2,364 2,169 2,308

財務健全性
総資産� ¥41,108 ¥63,183 ¥60,639 ¥60,137 ¥61,854 ¥62,078

純資産� 22,003 25,626 26,040 21,239 23,697 26,687

有利子負債� 6,425 21,343 19,281 24,178 21,449 18,795

自己資本比率（％）� 51.2 38.9 41.2 33.8 36.7 41.4

デット・エクイティ・レシオ（倍）� 0.29 0.83 0.74 1.14 0.91 0.7

営業キャッシュ・フロー� 4,056 3,338 4,502 3,981 7,044  3,553

支払利息支払額� 178 224 450 397 386 408

インタレストカバレッジレシオ（倍）＊2� 22.8 14.9 10.0 10.0 18.2 8.7

バリュエーション
1株当たり純資産（BPS）（円）＊3� ¥806.32 ¥936.83 ¥952.43 ¥1,001.60 ¥1,114.03 ¥1,258.34

1株当たり当期純利益（EPS）（円）� 91.25 77.52 95.13 82.38 139.52 199.14

1株当たり配当金（円）� 20.00 25.00 28.00 28.00 33.00 44.00

配当性向（%）＊4� 21.9 32.3 29.4 34.0 23.7 22.1

株価収益率（倍）＊5� 11.6 15.7 8.8 14.4 14.2 8.4

株価純資産倍率（倍）＊6� 1.31 1.30 0.88 1.19 1.78 1.32

フリー・キャッシュ・フロー（百万円）� 1,327 (5,064) 930 1,839 4,853 1,973

株価の推移
（円）

0

2,500

2,000

1,000

1,500

500

2019/32018/92018/32017/92017/32016/92016/32015/92015/32014/92014/3

＊1 普通株式に係る純資産／総資産×100
＊2 営業キャッシュ・フロー／支払利息支払額
＊3 普通株式に係る純資産／期中平均発行済株式総数
＊4 配当金／当期純利益（連結）
＊5 年度末株価／1株当たり当期純利益
＊6 年度末株価／1株当たり純資産

（注）‌�当社は、2014年10月1日付で1株につき2株の割合で株式分割を行っています。�  
それにあわせ、過去の1株当たり純資産(BPS)、1株当たり当期純利益(EPS)、1株当たり配当金、過去の株価につきましても、すべて分割後の金額で記載しています。
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経営者による財政状態および経営成績に関する分析（3月31日で終了した事業年度）

財務報告（数字はすべて連結ベース）
‌�売上高

（この項では当社および子会社の所在地別セグメント区分で

表示しています）

　売上高は前期の55,168百万円に比較して11%増の61,238

百万円となりました。国内売上高は前期の24,886百万円から

19.7%増の29,794百万円、海外売上高は前期の41,694

百万円に比較して10. 8%増の46,199百万円となりました。

売上原価、販売費及び一般管理費
売上原価は前期比3,407百万円増の38,693百万円となりま

した。売上高に対する比率は前期の64.0%から63.2%と

0.8ポイント低下しました。

　販売費及び一般管理費は、同950百万円増の16,132百万

円となり、売上高に対する販売管理費率は前期の27.5%から

26.3%となりました。

　当期における研究開発費の総額は910百万円であり、その内

訳は日本で820百万円、米州で21百万円、中国で69百万円で

す。研究開発活動は、現行基幹製品の徹底したコストパフォー

マンスの向上と、将来の事業拡大を考慮した基礎・応用研究か

ら製品開発・モデルチェンジまでを進めています。

セグメント情報
・�日本	  

国内では、足もとではインフラ修繕および災害復旧関連等の

公共投資重要を中心に民間設備投資ともに旺盛な需要が継

続したこと、輸出も米国向け中心に堅調に推移したことから

売上高は29,794百万円（前期比19.7％増）、営業利益は、

6,282百万円（同35.4％増）となりました。

・�米州	  

米国では、資源関連をはじめ民間および公共投資向けの需

要が伸長し、売上高は28,691百万円（前期比7.1％増）と

なりましたが、拡販施策による販売費の増加により、営業利

益は1,657百万円（同33.4％増）となりました。

・�中国	  

中国市場においては、対米貿易摩擦の影響により輸出産業を

中心に全般的な減速懸念はあるものの、当社を取り巻く環境

においては需要は堅調であり、中国国内における半導体・EV

関連に加え、電力・鉄道等産業インフラ向けの需要を捉えた

ことにより、売上高は7,185百万円（前期比14.7％増）となり

ました。営業利益は910百万円（同30.9％増）となりました。

・�アジア	  

アジア地域においては、自動車関連をはじめとした需要の高ま

りを捉えたものの、韓国のクリーンルーム用クレーンなどの需

要が落ち込んだ結果、売上高は4,668百万円（前期比0.3％

減）とほぼ横ばいながら、営業利益は 472百万円（同6.2％

減）と改善しました。

・��欧州	  

地域全体の設備投資需要の高まりを捉えたことに加え、

チェーン関連製品を製造するKito Chain Italia S.r.l.を連結

子会社とした結果、売上高は3,754百万円（前期比 95.9％

増）となりましたが、利益面では、251百万円の営業損失（前

期は104百万円の営業損失）となりました。

財務セクション

売上高
（億円）
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・�その他	  

売上高は1,901百万円（前期比7.2％減）、営業損失は採算

改善に注力し49百万円（前期は52百万円の営業損失）と

なりました。

営業利益

営業利益は、前期の4,698百万円から36.5%増の6,413

百万円、営業利益率は、前期の8. 5%から10.5%へと2ポ

イント上昇しました。

税金等調整前当期純利益
以上の結果、税金等調整前当期純利益は、前期の3,791百万

円に比較して2,031百万円増の5,822百万円となりました。

法人税等
法人税等は前期比774百万円増の1,619百万円となり、税金

等調整前当期純利益に占める比率は27.8%となりました。

親会社株主に帰属する当期純利益
以上の結果、親会社株主に帰属する当期純利益は、前期比

1,228百万円増、43.3% 増の4,064百万円となりました。

配当政策
株主への還元については、連結配当性向20%を維持すること

を基本とし、会社の業績を勘案した適正な利益還元に加え、

経営基盤の強化と将来の事業展開に備えるための内部留保資

金の充実を図ることが重要であると考えています。当期の配当

金は、11円増配の年間44円（中間配当20円、期末配当24円、

配当性向22.1%）となっています。

次期見通し
当社グループを取り巻く経営環境は、米中の通商政策の動向

や中国経済の減速、英国EU離脱問題の行方など依然として

不透明感が漂うものの、先進国においては内需の底堅さを背

景に前年度から続く旺盛な需要が維持されると見込みます。

日本および北米市場では民間設備投資需要に加えて、引き続

きインフラ関連向け投資需要も堅調に推移すると見込み、両

市場にてさらなる成長をめざします。中国では製品品質が評価

され、シェアが、向上しており、好調業種の取引を深堀すること

で、さらなる成長を実現します。日本、中国を除くアジアでは、

韓国経済の不透明感はあるものの、地域全体としては、自動

車産業を中心に緩やかな成長を見込みます。ワイヤーホイスト

や新製品のライトクレーンなどの品ぞろえ拡充を図ります。

　販売を拡大することに加えて、生産効率を高めサプライ

チェーンを改善する、さらなる利益成長をめざします。世界的

に拡大する需要に応えるべく、増産体制が続く山梨本社工場

において、より効率的なものづくりを実現すべく、生産ラインの

改革に着手します。加えて、米国・アジア地域への生産移管

を進め、グローバルでの生産・供給体制を整備し、サプライ

チェーンの改善を図ります。

　次期の見通しは売上高62,800百万円、営業利益6,700

百万円、経常利益6,400百万円、親会社株主に帰属する当期

純利益4,300百万円を見込んでいます。前提となる為替レート

は、１米ドル110.0円で計画しています。 

1株当たり配当金
（円）
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（注）‌�当社は2014年10月1日付で普通株式1株につき2株の
割合で株式分割を行っています。�  
　それにあわせ、過去の1株当たり配当金につきましても、
分割後の金額で記載しています。
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財務状態
資産、負債および純資産の状況
資産合計は62,078百万円と、前期末に対し224百万円増加

しました。これは、現金及び預金の減少2,102百万円、受取手

形および売掛金の増加1,140百万円、商品および製品の増加

2,664百万円によるものです。

　負債合計は35,391百万円と、前期末に対し2,766百万円

減少しました。これは、短期借入金の増加1,337百万円、未払

費用の増加539百万円、長期借入金の減少3,768百万円等に

よるものです。

　純資産合計は26,687百万円と、前期末に対し2,989百万

円増加しました。これは、利益剰余金の増加3,189百万円等に

よるものです。これにより自己資本比率は41.4%となりました。

　ROEは、前期の13.2 %から3.6ポイント上昇しました。

設備投資および減価償却費
当期の設備投資の総額は1,321百万円であり、日本において

は、主に配電設備更新を中心に617百万円の投資等を行い

ました。減価償却費は2,470百万円となりました。

キャッシュ・フロー
営業活動によるキャッシュ・フローは、3,553百万円と前期比

3,490百万円の減少となりました。これは、税金等調整前当期

純利益が5,822百万円、減価償却費が2,470百万円、たな卸

資産の増加額が1,949百万円となったこと等によるものです。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、△1,580百万円と同

610百万円支出減となりました。これは、有形固定資産の取得

による支出が1,304百万円、有形固定資産の売却による収入

が328百万円、関係会社株式の取得による支出が195百万円

となったこと等によるものです。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、△4,279百万円と同

1,196百万円支出増となりました。これは、短期借入金の純増

額が1,033百万円、長期借入金の返済による支出が4,806

百万円となったこと等によるものです。

　これらの活動の結果により、現金及び現金同等物の期末残高

は、前期末比2,265百万円減少の8,504百万円となりました。

リスク要因
当社グループの経営成績および財務状況等に影響を及ぼす可

能性のあるリスク要因については以下のものがあります。

‌�経済情勢および景気動向
当社グループ製品の需要は、設備投資等の経済情勢の変動に

より、大きな影響を受けることがあり、日本の景気動向だけでは

なく、特に、当社グループの売上規模が大きい米州、中国を含む

アジア等の景気動向によって、当社グループの業績および財政

状態に大きな影響を及ぼす可能性があります。

当社グループの販売体制等について
当社グループの販売は、一部の特殊製品等において、ユーザー

顧客との直接取引を行っているものもありますが、主に販売代

理店を通じて行っており、これら販売代理店に対して口銭や

報奨金の支払いを行っています。この販売代理店との長年に

> 経営者による財政状態および経営成績に関する分析

財務セクション
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わたる協業体制の結果、当社グループは、各国において販売・

サービス網を構築しており、様々な業種が当社グループ製品の

ユーザー顧客に含まれているものと認識しています。当社グ

ループは、販売代理店との間において、今後も友好的関係を

構築・維持できるものと認識していますが、当社製品の販売

は、販売代理店の営業活動に大きく依存しているため、販売

代理店との関係悪化等により取引の継続が困難となった場

合には、当社グループの財政状態および業績に影響が及ぶ可

能性があります。なお、2019年3月期において、当社グルー

プの連結売上高の100分の10以上を販売している販売代

理店はありません。

カントリーリスク等について
当社グループは、日本国内に加えて、米州、中国、アジア、欧州

等の諸外国で事業展開しています。海外の国・地域において

は、日本国内とは異なる経済的・社会的・政治的な要因等があ

ります。

　そのため、為替リスクのみならず、貿易摩擦等の経済に起因

するリスク、文化や慣習の違いから生ずる労務問題や地域特有

の疾病等といった社会的なリスク、戦争、テロといった国際政治

に関わるリスク、加えて、商習慣の違いにより取引先との関係構

築においても予想し得ないリスク等、予測不可能な事態が生じ

る可能性があります。

　このようなリスクが顕在化した場合、製造工程での生産性

低下、販売活動の中断等による影響が懸念され、当社グループ

の業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

海外売上高の割合について
当期の当社グループの連結売上高に占める海外売上高の割合

は73.6%となっています。とりわけ、米州地域および中国・アジ

ア地 域での販 売の依存度が 高く、それぞれ45.2%および

19.2%を占めています。それらの地域における販売活動が低迷

した場合、当社グループの業績および財政状態に大きな影響を

及ぼす可能性があります。

為替環境等による影響について
当社グループの主要な生産拠点が日本である一方、近年海外で

の売上が増大しています。当社グループには、海外子会社、外貨

建ての売上や資産があるため、外国為替相場の変動により、当

社グループの業績および財政状態に大きな影響を与える可能性

があります。また、為替相場の変動は、仕入原材料の価格等に

影響を与える可能性があります。

　この他、以下のリスクがあります。

● 競合について　● 製品の欠陥による影響について　

● 主要原材料および部品等の調達による影響について　など
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百万円

2018 2019

（資産の部）
流動資産
　現金及び預金� ¥10,780 ¥  8,678
　受取手形及び売掛金� 11,447 12,587
　商品及び製品� 10,673 13,337
　仕掛品� 1,748 1,231
　原材料及び貯蔵品� 3,081 3,356
　その他� 1,287 1,396
　貸倒引当金� (43) (63)
　　　流動資産合計� 38,975 40,524

固定資産
　有形固定資産
　　建物及び構築物� 10,833 11,003
　　　減価償却累計額� (6,359) (6,618)
　　　建物及び構築物（純額）� 4,473 4,385
　　機械装置及び運搬具� 18,403 19,111
　　　減価償却累計額� (13,579) (14,445)
　　　機械装置及び運搬具（純額）� 4,823 4,666
　　土地� 1,497 1,444
　　建設仮勘定� 284 372
　　その他� 6,264 6,383
　　　減価償却累計額� (5,795) (5,968)
　　　その他（純額）� 469 415
　　　有形固定資産合計� 11,549 11,283
　無形固定資産
　　のれん� 1,926 1,650
　　ソフトウェア� 1,705 1,261
　　その他� 3,209 3,180
　　　無形固定資産合計� 6,841 6,093

投資その他の資産
　投資有価証券� 1,312 801
　繰延税金資産� 1,727 1,805
　退職給付に係る資産� 81 173
　その他� 1,366 1,396
　　　投資その他の資産合計� 4,488 4,176
　　　　固定資産合計� 22,879 21,554
　　　　　資産合計� ¥61,854 ¥62,078

連結貸借対照表 
（3月31日現在）

財務セクション
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百万円

2018 2019

（負債の部）
流動負債
　支払手形及び買掛金� ¥  6,143 ¥  6,483
　短期借入金� 1,506 2,844
　1年内返済予定の長期借入金� 4,212 3,988
　未払費用� 2,949 3,488
　未払法人税等� 795 1,065
　賞与引当金� 803 843
　製品保証引当金� 33 85
　返品調整引当金� 290 308
　その他� 1,880 1,074
　　流動負債合計� 18,616 20,183
固定負債
　長期借入金� 15,731 11,962
　役員退職慰労引当金� 211 221
　退職給付に係る負債� 2,407 1,996
　繰延税金負債� 1,087 924
　その他� 103 102
　　固定負債合計� 19,541 15,207
　　　負債合計� 38,157 35,391

(純資産の部)
株主資本
　資本金� 3,976 3,976
　資本剰余金� 5,210 5,214
　利益剰余金� 18,674 21,863
　自己株式� (5,749) (5,725)
　　株主資本合計� 22,111 25,328
その他の包括利益累計額
　その他有価証券評価差額金� 0 0
　繰延ヘッジ損益� 106 52
　為替換算調整勘定� 724 552
　退職給付に係る調整累計額� (228) (242)
　　その他の包括利益累計額合計� 602 362
　新株予約権� 48 50
　非支配株主持分� 935 945
　　純資産合計� 23,697 26,687
　　　　負債純資産合計� ¥61,854 ¥62,078
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百万円

2018 2019

売上高� ¥55,168 ¥61,238

売上原価� 35,286 38,693
売上総利益� 19,881 22,545
販売費及び一般管理費
　販売費� 11,440 12,033
　一般管理費� 3,742 4,098
　　販売費及び一般管理費合計� 15,182 16,132
営業利益� 4,698 6,413
営業外収益
　受取利息� 29 42
　受取賃貸料 31 27
　作業くず売却益 52 50
　その他� 90 123
　　営業外収益合計� 204 245
営業外費用
　支払利息� 395 406
　持分法による投資損失� 245 147
　為替差損� 212 132
　その他� 257 224
　　営業外費用合計� 1,111 910
経常利益� 3,791 5,748
特別利益
　固定資産売却益 — 170
　子会社清算益 — 24
　　特別利益合計� — 195
特別損失
　固定資産売却損 — 45
　固定資産除却損 — 35
　減損損失� — 39
　　特別損失合計� — 121
税金等調整前当期純利益� 3,791 5,822
法人税、住民税及び事業税� 1,124 1,976
法人税等調整額� (278) (357)
法人税等合計� 845 1,619
当期純利益� 2,945 4,203
非支配株主に帰属する当期純利益 109 138
親会社株主に帰属する当期純利益� 2,836 4,064

連結損益計算書 
（3月31日で終了した事業年度）

財務セクション
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百万円

2018 2019

当期純利益� ¥2,945 ¥4,203

その他の包括利益
　その他有価証券評価差額金� (0) (0)
　繰延ヘッジ損益� 72 (53)
　為替換算調整勘定� (160) (264)
　退職給付に係る調整額� 122 22
　持分法適用会社に対する持分相当額� 74 (28)
　　その他の包括利益合計� 109 (324)
包括利益� ¥3,054 ¥3,878
　（内訳）
　親会社株主に係る包括利益� 2,908 3,786
　非支配株主に係る包括利益� 146 92

連結包括利益計算書 
（3月31日で終了した事業年度）
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百万円

株主資本 その他の包括利益累計額

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
退職給付に係る

調整累計額
その他の包括利益

累計額合計 新株予約権 非支配株主持分 純資産合計

2018年3月期
（2017年4月1日から2018年3月31日まで）
当期首残高� ¥3,976 ¥5,226 ¥16,427 ¥(5,816) ¥19,814 ¥0 ¥  33 ¥847 ¥(351) ¥529 ¥45 ¥850 ¥21,239

当期変動額

　剰余金の配当� (589) (589) (589)

　親会社株主に帰属する当期純利益� 2,836 2,836 2,836

　自己株式の取得� (0) (0) (0)

　自己株式の処分� (16) 67 51 51

　連結範囲の変動� — —

　米国税制改正による利益剰余金の調整額� — —

　‌�株主資本以外の項目の当期変動額（純額）� (0) 72 (122) 122 72 2 84 160

　　　当期変動額合計� — (16) 2,246 67 2,297 (0) 72 (122) 122 72 2 84 2,457

　　当期末残高� ¥3,976 ¥5,210 ¥18,674 ¥(5,749) ¥22,111 ¥0 ¥106 ¥724 ¥(228) ¥602 ¥48 ¥935 ¥23,697

百万円

株主資本 その他の包括利益累計額

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
退職給付に係る

調整累計額
その他の包括利益

累計額合計 新株予約権 非支配株主持分 純資産合計

2019年3月期
（2018年4月1日から2019年3月31日まで）
当期首残高� ¥3,976 ¥5,210 ¥18,674 ¥(5,749) ¥22,111 ¥0 ¥106 ¥724 ¥(228) ¥602 ¥48 ¥935 ¥23,697

当期変動額

　剰余金の配当� (775) (775) (775)

　親会社株主に帰属する当期純利益� 4,064 4,064 4,064

　自己株式の取得� (0) (0) (0)

　自己株式の処分� 3 23 27 27

　連結範囲の変動� (148) (148) (148)

　米国税制改正による利益剰余金の調整額� 48 48 48

　‌�株主資本以外の項目の当期変動額（純額）� (0) (53) (172) (13) (239) 2 10 (226)

　　　当期変動額合計� — 3 3,189 23 3,216 (0) (53) (172) (13) (239) 2 10 2,989

　　当期末残高� ¥3,976 ¥5,214 ¥21,863 ¥(5,725) ¥25,328 ¥0 ¥  52 ¥552 ¥(242) ¥362 ¥50 ¥945 ¥26,687

連結株主資本等変動計算書 
（3月31日で終了した事業年度）

財務セクション
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百万円

株主資本 その他の包括利益累計額

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
退職給付に係る

調整累計額
その他の包括利益

累計額合計 新株予約権 非支配株主持分 純資産合計

2018年3月期
（2017年4月1日から2018年3月31日まで）
当期首残高� ¥3,976 ¥5,226 ¥16,427 ¥(5,816) ¥19,814 ¥0 ¥  33 ¥847 ¥(351) ¥529 ¥45 ¥850 ¥21,239

当期変動額

　剰余金の配当� (589) (589) (589)

　親会社株主に帰属する当期純利益� 2,836 2,836 2,836

　自己株式の取得� (0) (0) (0)

　自己株式の処分� (16) 67 51 51

　連結範囲の変動� — —

　米国税制改正による利益剰余金の調整額� — —

　‌�株主資本以外の項目の当期変動額（純額）� (0) 72 (122) 122 72 2 84 160

　　　当期変動額合計� — (16) 2,246 67 2,297 (0) 72 (122) 122 72 2 84 2,457

　　当期末残高� ¥3,976 ¥5,210 ¥18,674 ¥(5,749) ¥22,111 ¥0 ¥106 ¥724 ¥(228) ¥602 ¥48 ¥935 ¥23,697

百万円

株主資本 その他の包括利益累計額

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
退職給付に係る

調整累計額
その他の包括利益

累計額合計 新株予約権 非支配株主持分 純資産合計

2019年3月期
（2018年4月1日から2019年3月31日まで）
当期首残高� ¥3,976 ¥5,210 ¥18,674 ¥(5,749) ¥22,111 ¥0 ¥106 ¥724 ¥(228) ¥602 ¥48 ¥935 ¥23,697

当期変動額

　剰余金の配当� (775) (775) (775)

　親会社株主に帰属する当期純利益� 4,064 4,064 4,064

　自己株式の取得� (0) (0) (0)

　自己株式の処分� 3 23 27 27

　連結範囲の変動� (148) (148) (148)

　米国税制改正による利益剰余金の調整額� 48 48 48

　‌�株主資本以外の項目の当期変動額（純額）� (0) (53) (172) (13) (239) 2 10 (226)

　　　当期変動額合計� — 3 3,189 23 3,216 (0) (53) (172) (13) (239) 2 10 2,989

　　当期末残高� ¥3,976 ¥5,214 ¥21,863 ¥(5,725) ¥25,328 ¥0 ¥  52 ¥552 ¥(242) ¥362 ¥50 ¥945 ¥26,687
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百万円

2018 2019

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
　税金等調整前当期純利益� ¥3,791 ¥5,822
　減価償却費� 2,116 2,470
　減損損失� — 39
　のれん償却額� 327 317
　貸倒引当金の増減額（減少）� (17) 21
　賞与引当金の増減額（減少）� 138 45
　役員退職慰労引当金の増減額（減少）� 21 9
　退職給付に係る負債の増減額（減少）� 86 (413)
　受取利息及び受取配当金� (29) (42)
　支払利息� 395 406
　持分法による投資損益（益）� 245 147
　固定資産除却損� 17 35
　固定資産売却損益（益）� (5) (124)
　売上債権の増減額（増加）� (441) (921)
　たな卸資産の増減額（増加）� (445) (1,949)
　未収入金の増減額（増加）� (36) (0)
　前払費用の増減額（増加）� 13 (95)
　仕入債務の増減額（減少）� 732 141
　未払費用の増減額（減少）� 717 491
　前受金の増減額（減少）� 354 (554)
　その他� 91 (380)
　　小計� 8,073 5,464
　利息及び配当金の受取額� 29 63
　利息の支払額� (386) (408)
　法人税等の支払額� (672) (1,565)
　営業活動によるキャッシュ・フロー� 7,044 3,553

連結キャッシュ・フロー計算書 
（3月31日で終了した事業年度）

財務セクション
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百万円

2018 2019

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー
　有形固定資産の取得による支出� ¥ (1,030) ¥ (1,304)
　有形固定資産の売却による収入� 27 328
　無形固定資産の取得による支出� (380) (111)
　定期預金の増減額（増加）� (1) (168)
　関係会社株式の取得による支出� (498) (195)
　関係会社出資金の払込による支出� (178) —
　差入保証金の回収による収入� 16 37
　投資その他の資産の増減額（増加）� (134) (47)
　その他� (10) (118)
　投資活動によるキャッシュ・フロー� (2,191) (1,580)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入金の純増減額（減少）� ¥ (5,179) ¥  1,033
　長期借入れによる収入� 6,723 450
　長期借入金の返済による支出� (3,779) (4,806)
　配当金の支払額� (588) (774)
　非支配株主への配当金の支払額� (96) (81)
　その他� (163) (100)
　財務活動によるキャッシュ・フロー� (3,083) (4,279)
現金及び現金同等物に係る換算差額� (59) (67)
現金及び現金同等物の増減額（減少）� 1,710 (2,373)
現金及び現金同等物の期首残高� 9,059 10,769
連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額（減少）� — 108
現金及び現金同等物の期末残高� 10,769 8,504
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株式情報

証券コード 6409 発行済株式の総数 27,048 ,200株
株式上場日 2007年8月9日 1単元株式数 100株
上場証券取引所 東京証券取引所市場第１部 株主数 4,762名（自己株式1名を除く）
株主名簿管理人及び�  
特別口座の口座管理機関

三井住友信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目４番1号

大株主の状況（上位10位）（2019年3月31日）

株主名 持株数 
（株）

持株比率
（％）

MISAKI ENGAGEMENT MASTER FUND 1,880,300 9.21

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,566,100 7.67

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,301,700 6.38

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９）   953,100 4.67

GOVERNMENT OF NORWAY    767,202 3.76

株式会社YKキャピタル    740,000 3.62

株式会社三井住友銀行    670,400 3.28

GOLDMAN, SACHS & CO. REG    527,100 2.58

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）   451,100 2.21

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL    445,600 2.18

（注）‌�1. 持株比率は、自己株式（6,631,768株）を控除して計算しています。�  
2 . ‌�株主名は、当社株主名簿管理人発行の当事業年度末日の株主名簿における�  

表記に合わせています。

キトー株価の推移
株価（円）
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金融機関
26.11%

個人その他
40.75%

証券会社
1.16%

所有者別株式分布状況（2019年3月31日）

出来高（千株）

その他の法人
4.73%

外国法人等
27.25%
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会社概要

商号 株式会社 キトー
（Kito Corporation）

本社工場 〒409 -3853 
山梨県中巨摩郡昭和町築地新居
2000

東京本社 〒163-0809  
東京都新宿区西新宿2丁目4番1号 
新宿NSビル9階
03-5908 -0155

代表者 鬼頭 芳雄

設立 1944年7月（創業 1932年11月）

従業員数
（2019年3月31日現在）

連結：2,308名
単独：677名

資本金 39億76百万円

売上高（2019年3月期） 連結：612億38百万円
単独：297億94百万円

主要な営業所および工場（2019年7月1日現在）

■ 国内の営業所および工場ならびに子会社の拠点
名称 所在地

本社工場 山梨県中巨摩郡昭和町
東京本社 東京都新宿区
札幌営業所 北海道札幌市
仙台営業所 宮城県仙台市
信越営業所 新潟県新潟市
北関東営業所 群馬県太田市
横浜営業所 神奈川県横浜市
名古屋営業グループ 愛知県名古屋市
静岡営業所 静岡県浜松市
北陸営業所 富山県富山市
大阪営業グループ 大阪府守口市
中四国営業所 岡山県岡山市
福岡営業所 福岡県福岡市
SCC JAPAN 合同会社 千葉県柏市

■ 海外子会社の拠点
会社名 所在国

KITO Americas, Inc. アメリカ合衆国
Harrington Hoists, Inc. アメリカ合衆国
PEERLESS INDUSTRIAL GROUP, INC. アメリカ合衆国
Peerless Chain Co., Inc. アメリカ合衆国
KITO CANADA INC. カナダ
KITO DO BRASIL COMÉRCIO DE  
TALHAS E GUINDASTES LTDA ブラジル連邦共和国

Kito Europe GmbH ドイツ連邦共和国
Kito Chain Italia S.r.l. イタリア共和国
Van Leusden B.V. オランダ王国
江陰凱澄起重機械有限公司 中華人民共和国
凱道起重設備（上海）有限公司 中華人民共和国
台湾開道股份有限公司 台湾
KITO KOREA CO., LTD. 大韓民国
SIAM KITO CO., LTD. タイ王国
SUKIT BUSINESS CO., LTD. タイ王国
PT. KITO INDONESIA インドネシア共和国
KITO HOISTS & CRANES ASIA PTE. LTD. シンガポール共和国
ARMSEL MHE PVT. LTD. インド共和国
Kito Australia Ltd. オーストラリア連邦
Anchor Nominees Pty. Ltd. オーストラリア連邦
KITO PWB オーストラリア連邦
ERIKKILA OY フィンランド共和国
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株式会社キトー
東京都新宿区西新宿2丁目4番1号  

新宿NSビル9階

https://kito.com/jp/


